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令和７年度　土地・家屋登記課税情報照合等業務 閲覧設計書

佐久市内

土地・家屋登記課税情報照合等業務

委　託　設　計　用　紙 佐　久　市

・この設計書で「人、h、1、％、日、時、工数、空m3，掛m2、日・回、日回、供用 日、月」の単位により見積り
のための参考数量を示したものは任意扱いです。したがって、内訳書の作成や契約を拘束するものではあ
りません。ただし 指定した場合を除きます。

起工予定年月日 令和　　年　　月　　日

竣工予定年月日 令和　　年　　月　　日

契約保証方法

設　　計　　大　　要 施　工　方　法 請負

施　工　期　間 　　　　　　　　　　　　　日間
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査
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設
計
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工事（業務）番号 金抜
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委　託　設　計　用　紙 佐　　久　　市

消費税等相当額

(様式-２)

起　　工　　理　　由

委 託 対 象 額

業 務 価 格



（様式-４）

B=A×0.1 B１=A１×0.1 B２=A２×0.1 B３=A３×0.1

C=A+B C１=A１+B１ C２=A２+B２ C３=A３+B３

D=Aに対する応札額 D１=A１×F/C D２=A２×F１/C１ D３=A３×F２/C２

E=D×0.1 E１=D１×0.1 E２=D２×0.1 E３=D３×0.1

F=D+E F１=D１+E１ F２=D２+E２ F３=D３+E３

G1＝F1-F G２＝F２-F１ G３＝F３-F２

注） ： 落札率を乗じず、消費税相当額を含まない額。

： 積算業務価格に消費税相当額を加算した額。

： 応札額、または積算業務価格に落札率を乗じた

額で、消費税相当額を含まない額。

： 業務価格に消費税相当額を加算した額。

委　　託　　設　　計　　用　　紙 佐　久　市
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令和７年度　土地・家屋登記課税情報照合等業務

番　　号 工      種 種      別 細　　　目 単位 数　量 単    価 金       額     摘          要

1 計画準備打合せ 式 1

2 土地 土地データクレンジング 式 1

3 家屋 家屋データクレンジング 式 1

小計

諸経費 ％

業務費計

端数処理

処理後計

消費税 ％ 10

合計



令和７年度　土地・家屋登記課税情報照合等業務

番　　　号 工      種 種      別 細　　　目 単位 数量 単    価 金       額     摘          要

計画準備・打合せ 式 1

計

合計



令和７年度　土地・家屋登記課税情報照合等業務

番　　　号 工      種 種      別 細　　　目 単位 数量 単    価 金       額     摘          要

土地

登記事項要約書データ変換 土地　400,000筆 式 1
再申請分データ作成
（登記中物件） 土地　400,000筆の0.5％ 筆 2,000
基準日調整 登記済通知書データによる

異動更新（3か月分想定） 筆 4,000
土地登記・課税データ照合
及び不一致リスト作成 照合項目：所在地・地番 筆 400,000

照合報告書作成 式 1

不動産番号敷設 式 1

データ検証費 式 1

小計

計

合計



令和７年度　土地・家屋登記課税情報照合等業務
番　　　号 工      種 種      別 細　　　目 単位 数量 単    価 金       額     摘          要

家屋
登記事項要約書データ変換 家屋71,000棟 式 1
再申請分データ作成
（登記中物件） 家屋71,000棟の0.5％ 棟 355
基準日調整 登記済通知書データによる

異動更新（3か月分想定） 棟 710
土地登記・課税データ照合
及び不一致リスト作成

照合項目：所在・地番
家屋番号・種類・構造
屋根・床面積・所有者 棟 71,000

照合報告書作成 式 1
不動産番号敷設 式 1
データ検証費 式 1

小計

合計


